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第１章 計画策定にあたって 

１ 計画の枠組み 

（１）計画の位置付け 

○この計画は、「中央区基本構想」および「基本計画 2018」を上位計画とします。 

○この計画は、本区の福祉諸計画・施策の「総合化」を図る観点から、分野別の計画

を横につなぎ、総合的かつ包括的な支援の提供を推進していく計画として令和2 

(2020)年 3月に策定した「中央区保健医療福祉計画 2020」の高齢者保健福祉分野

における施策や事業の内容および介護保険事業における必要なサービス量、給付費

の見込みなどを具体的に定める個別計画です。 

○高齢者保健福祉計画は、老人福祉法第 20 条の 8 に規定する「市町村老人福祉計

画」であり、第 8期介護保険事業計画は、介護保険法第 117条に規定する「市町村

介護保険事業計画」です。 

○国・東京都の関連計画や本区の他の関連個別計画との整合性を図ります。 

○この計画は、成年後見制度の利用の促進に関する法律第 14条に規定する市町村計  

画を包含しています。 
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（２）計画の期間 

令和 3(2021)年度～令和 5(2023)年度の 3カ年とします。 

 

（３）計画の推進体制と進捗管理 

ア 計画の推進体制 

本計画の取組を効果的に推進するため、区民、町会・自治会、民生・児童委員、医

療関係団体、サービス提供事業者、社会福祉協議会、ボランティア団体などさまざま

な主体と連携を深めていきます。また、さまざまな主体間の連携を支援することで、

地域の自主的な活動のすそ野を広げていきます。さらに、地域における多様な活躍の

機会と役割を生み出すことにより、支え合いの地域づくりを進め、本区の特性にあっ

た「地域包括ケアシステム」を深化させ、推進していきます。 

基本理念（めざす姿）の実現に向けて、計画（PLAN）、実行（DO）、評価（CHECK）、

見直し（ACTION）の PDCAサイクルに基づいて効果的に施策を推進していきます。 

 

イ 計画の進捗管理と評価 

本計画の高齢者福祉施策および介護保険事業の運営については、施策を推進する事

業の実施状況の把握や給付実績を分析し、計画策定の中心となった高齢者施策推進委

員会に定期的な報告を行い、その点検および評価を実施します。年度ごとに目標値を

設定している事業については、目標と実績の差や進捗状況を評価していきます。その

うち、数値を設定していない事業については、複数の「参考指標」を定め、それぞれ

の進捗状況を把握することにより、総合的かつ複合的に評価していきます。 

なお、その進捗状況や社会状況の変化に応じて、当該委員会の委員である学識経験

者や医療関係者、サービス提供事業者、被保険者などからの助言・意見を踏まえて適

切に進行管理を行い、次期計画の取組に反映させていきます。 

 

ウ 評価・分析結果の報告 

事業の実施状況およびその評価・分析の結果などの進捗状況は、区のホームページ

を通じて公表していきます。 

 

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030
H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

中央区基本計画2018（平成30年度～令和9年度）

中央区保健医療福祉計画2020（令和2年度～令和8年度）

高齢者保健福祉計画・

第７期介護保険事業計画

高齢者保健福祉計画・

第８期介護保険事業計画

高齢者保健福祉計画・

第９期介護保険事業計画 ・・・
高齢者保健福祉計画・

第10期介護保険事業計画
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２ 保健・医療・福祉に関する国・都の状況 

（１）保健・医療・福祉を取り巻く状況 

ア 国における施策の方向性および取組 

①高齢社会対策大綱（平成 30（2018）年 2月） 

全ての年代の人々が希望に応じて意欲・能力をいかして活躍できるエイジレス社会

のため年齢による画一化の見直し、人生のどの段階でも高齢期の暮らしを具体的に描

ける地域コミュニティを作るため地域における生活基盤の整備、技術革新による新し

い高齢社会対策を志向することが示されています。 

 

②認知症施策推進大綱（令和元（2019）年 6月） 

認知症の発症を遅らせ、認知症になっても希望を持って日常生活を過ごせる社会を

目指し、認知症の人や家族の視点を重視しながら「共生」と「予防」を車の両輪とし

て施策を推進することが示されています。 

   

③高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施（令和 2（2020）年 4月） 

高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細やかな支援を実施するため、これまで

保健事業で行っていた疾病予防・重症化予防と併せて、介護予防も行うこと。さら

に、地域の医療関係団体等の連携を図りながら、医療専門職が高齢者通いの場等にも

積極的に関与し、フレイル予防にも着目した高齢者への支援を行うといった、市町村

における保健事業と介護予防の一体的な実施を推進することが示されています。 

 

④介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針（基本指針） 

介護保険事業計画の作成に関して記載する事項などを定める指針であり、主に次の

項目などがサービス提供体制の確保および事業実施に関する基本的事項として定めら

れています。 

 

 

 

 

 

 

イ 保健・医療・福祉に関する主な法制度 

①総合確保方針・地域医療介護総合確保基金 

国および都道府県の拠出により各都道府県に設置された「地域医療介護総合確保基

金」を財源に、国が定めた「地域における医療及び介護を総合的に確保するための基

本的な方針（総合確保方針）」に基づき、居宅等における医療の提供、介護施設等の  

整備、介護従事者の確保等に関する事業が進められています。 

 

②東京都高齢者保健福祉計画（令和 3（2021）年度～令和 5（2023）年度） 

地域で支え合いながら安心して暮らし続けることができる東京都の実現を目指し、

令和 3年度から 5年度にかけて東京都が取り組む各種施策などが計画化されています。 

○2025・2040年を見据えたサービス基盤、人的基盤の整備 

○介護予防・健康づくり施策の充実・推進 

○認知症施策推進大綱を踏まえた認知症施策の推進 

○地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び業務効率化の取組の強化 

○災害や感染症対策に係る体制整備 
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（２）地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正 

「支援される側」「支援する側」という従来の関係を超え、人と人、人と社会がつな

がり、一人一人が生きがいや役割を持ち、助け合いながら暮らしていくことのでき

る、包摂的なコミュニティ、地域や社会を創っていく、「地域共生社会」の実現に向

け、令和 2(2020)年 6月に社会福祉法、介護保険法等が改正されました。 

法改正の主な内容は次のとおりです。 

 

①地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の包括的な支援体制の

構築の支援 

②地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進 

③医療・介護データ基盤整備の推進 

④介護人材確保および業務効率化の取組強化 

⑤社会福祉連携推進法人制度の創設 
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（３）介護保険制度の見直しに関する意見（社会保障審議会介護保険部会議） 

いわゆる団塊の世代が 75歳以上になる令和 7（2025）年に向けた地域包括ケアシ

ステムの推進や介護人材不足等に対応するとともに、高齢者数がピークを迎えると推

定される令和 22（2040）年を見据え、地域共生社会の実現を目指し、制度の持続可

能性を確保しながら、自立支援・重度化防止や日常生活支援等の役割・機能を果たし

続けられるよう制度の整備や取組の強化を図るものです。介護保険制度は、「介護予

防・地域づくりの推進」「地域包括ケアシステムの推進」「介護現場の革新」を柱と

し、以下の取組を進めていくとされています。 

 

① 介護予防・健康づくりの推進（健康寿命の延伸） 

住民主体の高齢者通いの場の一層の取組による一般介護予防事業等の推進、より効

果的な総合事業の推進による地域のつながり機能の強化、介護支援専門員がその役

割を効果的に果たして質の高いケアマネジメントを実現できる環境の整備、増加す

るニーズに対応するため地域包括支援センターの機能や体制の強化。 

②保険者機能の強化（地域保険としての地域のつながり機能・マネジメント機能の強化） 

介護予防や高齢者の活躍促進等を一層推進するための予算の増額や安定財源の確

保、保険者機能強化推進交付金の評価を活用した実施状況の検証・取組内容の改

善、介護関連データの利活用のための環境整備。 

③地域包括ケアシステムの推進（多様なニーズに対応した介護の提供・整備） 

地域の実情に応じた介護サービス基盤の整備や高齢者向け住まいのあり方を検討、

医療・介護の連携を推進。 

④認知症施策の総合的な推進 

認知症サポーターの養成、本人発信支援等の普及啓発の推進等、認知症施策推進大

綱に沿った施策の推進。 

⑤持続可能な制度の構築・介護現場の革新 

新規人材確保・離職防止の双方の観点から総合的な人材確保策を推進、人材確保・

生産性向上の取組を地域の実情に応じてきめ細かく対応していく体制整備、介護保

険事業（支援）計画に基づく取組の推進。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<介護保険制度改正の全体像> 

 

 

出典：令和 2年 2月 21日社会保障審議会介護保険部会資料 

 



 

6 

 

第２章 高齢者を取り巻く状況 

１ 高齢者の人口・世帯の状況 

（１）年齢区分別人口 

本区の人口は、令和 7（2025）年にはおよそ 20万人と推計され、その後も増加が

見込まれます。 

高齢者人口は、いわゆる団塊世代が75歳以上となる令和7（2025）年には27,550人

と推計され、令和12（2030）年では3万人を超えており、その後も増加が見込まれま

す。 

 

図表１ 年齢３区分別人口の推移と推計（中央区） 

資料：住民基本台帳(各年 1 月 1 日現在) 

令和 3(2021)年以降は区の推計値(令和 2 年 1 月 1 日現在の人口を基準人口として作成) 

  

 

16,551 20,454 21,686 22,912 24,067 25,159 26,138 29,616 33,148

98,959
112,130 116,259 120,504 123,368 126,651 129,222

142,625
153,570

22,578

24,239
24,557

24,945 25,259
25,512 26,017

27,550

31,923

138,088

156,823
162,502

168,361 172,694 177,322 181,377

199,791

218,641

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

平成27年

(2015）

平成30年

（2018）

令和元年

(2019)

令和2年

(2020)

令和3年

(2021)

令和4年

(2022)

令和5年

(2023)

令和7年

(2025)

令和12年

(2030)

（人）

年少人口

（0歳～14歳）

生産年齢人口

（15歳～64歳）

高齢者人口

（65歳以上）

＜推移＞ ＜推計＞

+30,273人



 

7 

 

（２）人口構成の変化 

令和 2（2020）年に最も人口が多い 30～40歳代の層が、将来的に壮年期から高齢

期に移行していくと推計されます。 
 

図表２ 5 年ごとの人口構成の変化/推移 

 

 

資料：令和 2(2020)年住民基本台帳(1 月 1 現在) 

令和 7(2025)年以降は区の推計値(令和 2 年 1 月 1 日現在の人口を基準人口として作成) 

 

（３）高齢化率の推移 

本区の高齢化率（区民のうち 65歳以上の人の割合）は東京都や国を下回っていま

す。高齢化率は、令和 7（2025）年までは下降傾向にありますが、その後はゆるやか

な上昇に転じ、令和 12（2030）年以降も上昇傾向で推移すると見込まれます。 
 

図表３ 高齢化率の推移（中央区、東京都、国） 

資料 中央区：平成 27 年～令和 2 年 住民基本台帳(各年 1 月 1 日現在)令和 7 年以降は区の推計値(令和 2 年 1 月 1 日現在の人
口を基準人口として作成) 

東京都：平成 27 年～令和 2 年 住民基本台帳(各年 1 月 1 日現在)、令和 7 年以降は平成 30 年推計による東京都男女年齢
(5 歳階級)別人口の予測 

国   ：平成 27 年～令和 2 年 人口推計(総務省統計局)(各年 1 月 1 日現在)、令和 7 年以降は国立社会保障・人口問題
研究所「日本の将来推計人口(平成 29 年推計)」の中位推計値  
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（４）年齢区分別高齢者人口 

高齢者の人口推移を 65～74歳、75～84歳、85歳以上別にみると、65～74歳は

令和 7（2025）年まではほぼ横ばいで推移しますが、令和 9（2027）年以降は増加

傾向と見込まれ、令和 12（2030）年以降も増加することが見込まれます。75～84

歳は令和元（2019）年から令和 4（2022）年まで横ばいで推移しますが、令和 5

（2023）年以降は増加傾向と見込まれ、85歳以上は今後も増加することが見込まれ

ます。 
 

図表４ 年齢区分別高齢者人口の推移と推計（中央区） 

資料：住民基本台帳(各年 1 月 1 日現在) 

令和 3(2021)年以降は区の推計値(令和 2 年 1 月 1 日現在の人口を基準人口として作成) 

 

（５）高齢者の世帯構成の比較 

本区は、東京都や国と比較して、高齢者のいる世帯に占める単独世帯の割合が高い

状況にあります。 

 

図表５ 高齢者のいる世帯の世帯構成（中央区、東京都、国） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：平成 22、27 年国勢調査  
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２ 要介護・要支援認定等の状況 

（１）第１号被保険者と要介護・要支援認定者数の推移 

平成 27（2015）年の第 1号被保険者数および要介護・要支援認定者数を令和 2

（2020）年と比較すると、被保険者数は 1.10倍、認定者数は 1.19倍に増加してい

ます。 

 

図表６ 第1号被保険者数と要介護・要支援認定者数の推移（中央区） 

資料：介護保険事業状況報告(各年 3 月 31 日現在) 
※認定率は、第 1 号被保険者数のうち、要介護・要支援認定を受けた第 1 号被保険者数の割合(下記(2)も同様) 

 

（２）要介護・要支援認定率の推移 

本区の認定率は、東京都や国と比較するとやや高い傾向にあります。 

 

図表7 第1号被保険者の要介護・要支援認定率の推移の比較（中央区、東京都、国） 

資料：介護保険事業状況報告(各年 3 月 31 日現在)  

18.48
18.66

19.05

19.61
19.97 19.98

17.99
18.13

18.31

18.70
19.05

19.36

17.92 17.95 17.98 18.01
18.30 18.45

17.00

18.00

19.00

20.00

21.00

平成27年

(2015）

平成28年

(2016）

平成29年

(2017）

平成30 年

(2018）

令和元年

(2019）

令和2年

(2020）

（％）

中央区 東京都 国

22,952 23,493 24,167 24,546 24,907 25,295

4,242 4,383 4,604 4,814 4,973 5,055

18.48% 18.66% 19.05% 19.61% 19.97% 19.98%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

平成27年

(2015）

平成28年

(2016）

平成29年

(2017）

平成30 年

(2018）

令和元年

(2019）

令和2年

(2020）

（人）

第１号被保険者数 要介護・要支援認定者数（１号被保険者）

第１号被保険者の認定率



 

10 

 

（３）年齢区分別要介護・要支援認定者数の推移 

要介護・要支援認定者数の推移を年齢別にみると、平成 27（2015）年から令和 2

（2020）年にかけて、総数比では 1.19倍ですが、65～74歳では 1.07倍、75歳以

上では 1.21倍となっています。 

 

図表 8 要介護・要支援認定者数の推移（年齢別）（中央区） 

資料：介護保険事業状況報告(各年 3 月 31 日現在) 

※要介護・要支援認定者数は、第 2 号被保険者も含む 
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（４）要介護度別認定者数の推移 

要介護・要支援認定者の総数は、平成 27（2015）年以降一貫して増加しています。

また、令和 2（2020）年の要介護・要支援認定者数を平成 27（2015）年と比べる

と、全ての要介護度で増加しています。特に要支援 1は 1.35倍、要介護 1は 1.33倍

に増加しています。 

 

図表 9 要介護度別認定者数の推移（中央区） 

資料：介護保険事業状況報告(各年 3 月 31 日現在) 

※要介護・要支援認定者数は、第 2 号被保険者も含む 
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（５）要介護度別認定者の割合 

平成 26（2014）年、平成 29（2017）年、令和 2（2020）年の要介護度別に要介

護・要支援認定者の割合を比較すると、要支援 1、要介護 1で上昇傾向にあります。 

 

図表 10 要介護・要支援認定者の割合（中央区） 

資料：介護保険事業状況報告(各年 3 月 31 日現在) 

※要介護・要支援認定者は、第 2 号被保険者も含む 

※端数処理のため内訳の合計が 100%にならない場合がある 

 

（６）要介護度別認定状況の比較 

令和 2（2020）年 3月現在の要介護・要支援認定者の割合を東京都や国と比較する

と、本区は要支援 2の割合がやや低く、要介護 3の割合がやや高くなっています。 

 

図表 11 要介護・要支援認定者の割合（中央区、東京都、国） 

資料：介護保険事業状況報告(令和 2 年 3 月 31 日現在) 

※要介護・要支援認定者は、第 2 号被保険者も含む 
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３ 認知症高齢者の状況 

（１）認知症高齢者の日常生活自立度別の推移 

認知症高齢者の日常生活自立度別に要介護・要支援認定者数の推移をみると、見守

りまたは介護の必要な「Ⅱ」以上の認知症高齢者数は増加傾向にありますが、全体に

占める「Ⅱ」以上の割合は概ね横ばいとなっています。 

 

図表 12 認知症高齢者数の日常生活自立度別の推移（中央区） 

資料：区作成資料(各年 3 月 31 日現在) 

※他自治体からの転入者で自立度が把握できない者は除いて集計(以下(2)も同様) 

※端数処理のため内訳の合計が 100%にならない場合がある 

 

 図表 13 認知症高齢者の日常生活自立度 
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（２）認知症高齢者の日常生活自立度別の人数および割合 

認知症高齢者の日常生活自立度を要介護度別にみると、図表 15では、生活に支障

がある症状等がある「Ⅱ」以上の割合が、要支援2では16.4%であるのに対し、要介護

1では68.6%、要介護 3では 86.3%、要介護 5では 92.3%と高くなっています。 

 

図表 14 認知症高齢者の日常生活自立度別の人数（中央区） 

資料：区作成資料(令和 2 年 3 月 31 日現在) 

 

図表 15 認知症高齢者の日常生活自立度別の割合（中央区） 

資料：区作成資料(令和 2 年 3 月 31 日現在) 

※端数処理のため内訳の合計が 100%にならない場合がある 
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４ 日常生活圏域ごとの比較 

日常生活圏域とは、高齢者の最も身近な圏域として、各区市町村が地理的条件やサ

ービス提供体制を整備するための条件を総合的に勘案して定めるものです。 

中央区では、第 3期介護保険事業計画から、区民が最もなじんでいる生活圏域であ

るの観点により、「京橋地域」「日本橋地域」「月島地域」の 3地域を日常生活圏域と定

めています。 

3地域別の人口の推移をみると、いずれも増加傾向にあります。令和 2（2020）年

の人口は月島地域が 76,912人で最も多く、平成 27（2015）年から 15,194人増

え、増加率は 24.6%です。また、日本橋地域は 8,691人増え、増加率は 20.3%、京

橋地域は 6,388人増え、増加率は 19.0%です。 

また、令和 12（2030）年までの将来推計人口では、3地域とも引き続き増加傾向

にあります。特に月島地域では東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会の

選手村が住宅に転用されることによる人口増加や大規模開発等の影響により、令和 2

（2020）年から令和 12（2030）年にかけて 37,469人増（増加率 48.7%）の著し

い伸びが見込まれます。 

 

図表 16 日常生活圏域別人口の推移と推計（中央区） 

資料：住民基本台帳(各年 1 月 1 日現在) 

令和 3(2021)年以降は区の推計値(令和 2 年 1 月 1 日現在の人口を基準人口として作成) 
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3地域別の人口と高齢化率を比較すると、日本橋地域は京橋・月島地域と比べて高

齢化率が低い傾向にあります。また、高齢者に占める要介護・要支援認定率は京橋地

域が高い傾向にあります。 

 

図表 17 日常生活圏域別人口（中央区） 

  

※住所地特例者：351人 
資料：認定者数・認定率は区作成資料 

（令和 2 年 3 月 31 日現在） 

人口・高齢者数は住民基本台帳 

（令和 2 年 4 月 1 日現在）  
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５ 介護保険給付の状況 

（１）介護保険サービスの受給者数・給付費 

介護保険の受給者数（利用者数）をみると、施設サービスは平成 25（2013）年を

ピークに減少傾向にあります。平成 29（2017）年以降の居宅サービス、地域密着型

サービスは増加傾向にあります。 

受給率（第 1号被保険者数に占めるサービス受給者数の割合）としてみると、平成

29（2017）年以降、居宅サービスは上昇、地域密着型サービスは横ばい、施設サー

ビスはやや低下傾向にあります。 

平成 28（2016）年度から通所介護などの一部居宅サービスが地域密着型サービス

に移行したため、平成 29（2017）年度に居宅サービスの受給率が下降し、地域密着

型サービスの受給率が上昇しており、受給者数も同様です。 

 

図表 18 介護保険サービスの受給者数・受給率の推移（中央区） 

資料：介護保険事業状況報告（月報）（各年 3 月 31 日現在） 

（各サービス受給者数は現物給付 1 月サービス分、償還給付 2 月支出決定分）  
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介護保険サービスにかかる給付費の合計は平成 22（2010）年以降増加傾向です。

内訳をみると、居宅サービス給付費、地域密着型サービス給付費は上昇傾向、施設サ

ービス給付費は平成 28（2016）年以降横ばいの傾向がみられます。 

 

図表 19 介護保険サービスの給付費の推移（中央区） 

資料：介護保険事業状況報告(月報)(各年 3 月 31 日現在) 

(各サービス受給者数は現物給付 1 月サービス分、償還給付 2 月支出決定分) 

 

 

 

 

※ 図表 18～20 中の介護保険サービスごとの内訳は以下のとおりです。 

居宅サービス… 訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指

導、通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護

（介護老人保健施設）、短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）、短期入所療養
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施設サービス… 介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、介護療養型医療施設 
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居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービスそれぞれの給付費が全体に占め

る割合をみると、居宅サービス、地域密着型サービスは横ばいの傾向にあり、施設サ

ービスは下降傾向にあります。 

また、これを全国の数値と比較すると、本区は居宅サービスの給付費の割合が高

く、地域密着型サービスおよび施設サービスの給付費の割合が低い傾向がみられま

す。 

 

図表 20 介護保険サービスの給付費割合の推移（全国との比較） 

資料：介護保険事業状況報告(月報)(各年 3 月 31 日現在) 

(各サービス受給者数は現物給付 1 月サービス分、償還給付 2 月支出決定分) 

※端数処理のため内訳の合計が 100%にならない場合がある 
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（２）第１号被保険者１人当たりのサービス給付月額 

本区における高齢者 1人当たりの在宅サービス給付費と施設および居住系サービス

給付費の分布を国や他の自治体と比較してみると、施設および居住系サービス給付費

については、全国より高く、東京都と同程度で、23区平均より低くなっています。在

宅サービス給付費については、全国、東京都より高く、23区平均より低くなっていま

す。 

 

図表 21 第 1号被保険者 1人当たりのサービス給付月額 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域包括ケア「見える化」システム「D6_第１号被保険者１人あたり給付月額」の数値を基に作成 

令和２（2020）年 介護保険事業状況報告（月報）  

■ 中央区         中央区以外の都内22区 

◆ 都内23区の平均値   ● 東京都23区市町村の平均値 

▲ 全国の平均値 

(円) 
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（３）要介護度別の主なサービスの利用率 

ア 在宅サービス 

要介護度別の主な在宅サービスの利用率（要介護度別の在宅サービス総受給者のう

ち、各サービス受給者の割合）についてみると、要介護 1～3では通所介護が一番高

く次いで訪問介護となっており、要介護 4・5では訪問看護および訪問介護の利用率

が高くなっています。要介護 3～5では、短期入所生活介護・短期入所療養介護の利

用率が 20％前後まで上がっています。一方、要介護度にかかわらず、定期巡回・随時

対応型訪問介護看護および小規模多機能型居宅介護の利用率は 5％以下にとどまって

います。 

 

図表 22 要介護度別の主な在宅サービスの利用率（中央区） 

資料：区作成資料(令和 2 年 3 月審査分) 

※利用率：各サービスの利用者数÷在宅サービスの利用者数  
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イ 施設・居住系サービス 

要介護度別の主な施設・居住系サービスの利用率（要介護度別の施設サービスまた

は居住系サービス総受給者のうち、各サービス受給者の割合）についてみると、要介

護 1～3では特定施設入居者生活介護、要介護 4・5では介護老人福祉施設の利用率が

最も高くなっています。要介護度が上がるほど介護老人福祉施設の利用率が上がり、

要介護 3～5では、要介護度が上がるほど介護老人保健施設の利用率は下がる傾向が

あります。認知症対応型共同生活介護の利用率は、要介護 2のみ 10%を超えていま

す。 

 

図表 23 要介護度別の主な施設・居住系サービスの利用率（中央区） 

資料：区作成資料(令和 2 年 3 月審査分) 

※利用率：各サービスの利用者数÷施設・居住系サービスの利用者数 
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